
山形市長 佐藤孝弘

令和３年１２月１５日

わくわく未来・フレッシュ山形の会 市政報告会
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山形県内における新型コロナウイルス感染症の現状（令和3年10月31日現在）
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山形市の新型コロナ感染者数の推移



新型コロナワクチン接種状況について
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最新の接種状況は毎日更新し、公表しています。

① 山形市公式ホームページに掲載

② 本庁舎の正面玄関脇にあるデジタルサイネージで表示

③ 本庁舎内１階ホール中央、市保健所に掲示

上

位

山形市 56.6％

東京都墨田区 52.9%

山口市 52.4%

東京都台東区 51.5%

和歌山市 49.4%

東京都荒川区 49.1%

東京都港区 49.0%

佐賀市 47.9％

熊本市 47.1%

東京都千代田区 47.0％

下

位

さいたま市 33.8％

那覇市 33.5%

札幌市 33.4％

鹿児島市 33.1％

盛岡市 27.8％

県庁所在地、政令市、東京23区
２回接種率の割合（9/1時点）

※9/14付日本経済新聞より作成

１位

主要都市の中で

となりました。

★

山形市のワクチン接種は

9/1時点の２回接種率は、

新型コロナワクチン接種状況
＜令和３年１２月２日現在＞

６５歳以上（接種対象者数 75,950人）

1回目 70,988人 93.5%

2回目 70,598人 93.0%

１２歳以上（接種対象者数 222,041人）

1回目 198,926人 89.6%

2回目 197,826人 89.1%

※ ワクチン接種記録システム（VRS）に登録された接種状況です。

9月1日時点の接種人数を令和3年1月1日現在の住民基本台帳人口
（12歳未満を含む）で割って算出

★
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新型コロナワクチン接種について

 概要
12歳以上の希望する全ての方が早期に接種を受けられるよう、医療関係者と連携しながら、

個別接種と集団接種を組み合わせて接種を実施。

１ 高齢者向け大規模集団接種【会場：山形ビッグウイング 期間：6/15～6/28（１回目接種）、7/6～7/19（２回目接種） 】

希望する高齢者の２回接種を7月末までに完了させるため、 山形大学医学部、山形県看護協会、山形市薬剤師会と連携し、大規模集団接種を実施。

予約受付期間中に希望する高齢者の接種の目処が立ったことから、接種対象を ①60歳～64歳、②優先職種、③新型コロナワクチン空き待ちバンクの登録者に拡大。

◎優先職種：高齢者施設・居宅サービス従事者等、学校教職員、幼稚園・保育園職員、障がい福祉サービス従事者、

飲食・宿泊・観光業従事者、バス・タクシー業従事者、トラック・運送業従事者、あん摩・はり灸・マッサージ従事者

◎新型コロナワクチン空き待ちバンク：事前に市民から広く接種希望者を募集し、予約に空きが生じた場合に接種機会を提供

◎接種促進に向けた支援

(1) 予約支援 コミュニティーセンター20館、公民館8館で市職員がLINE・Webの予約を支援

(2) 移動支援 会場とコミュニティーセンター・山形駅を結ぶシャトルバスを運行、 障がい者を対象とする福祉タクシー利用券を追加交付

２ 17歳～64歳向け集団接種【会場：市保健所、霞城公民館、東部公民館 期間： 7/27～ 】

若年層が接種を受けやすい時間帯を考慮し、月～金の夜、土・日に実施。

 集団接種の実施

３ 12歳～16歳向け集団接種【会場：山形ビッグウイング、パレスグランデール 期間： 8/18～ 】

若年層が接種を受けやすい時間帯を考慮し、月～金の夜、土・日に実施。接種会場では、小児科医が予診・接種・急性反応（接種直後に起こる反応）を担当。

 個別接種の実施
山形市医師会の協力のもと、約150の医療機関において個別接種を実施。

高齢者や基礎疾患のある方については、医療機関での個別接種を推奨。

＜医療関係団体との連携に関する協定＞

① 県、山形大学医学部との協定（6/4）

相互に連携し、協力して集団接種を実施する。

② 市医師会との協定（6/10）

市と市医師会がより一層連携・協力し、ワクチン

接種を安全かつ円滑に実施し、接種の加速化を図る。

 優先枠の確保
ワクチンの供給状況や対象者の状況等を踏まえ、妊婦とその配偶者・同居家族、受験生（高校３年生・中学３年生）の優先予約枠を設定。
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３回目ワクチン接種（追加接種）について

接種対象者

２回接種を受けた18歳以上の全ての方

１・２回目接種に使用した
ワクチンの種類にかかわらず、
ファイザー社ワクチン又は
武田/モデルナ社ワクチンを用いる。

使用するワクチン

接種スケジュール

・先行して1・2回目接種を受けた医療
従事者等や高齢者施設等の入所者・
従事者は月単位。

・これら以外の方は週単位。

接種券の送付

２回目接種の完了から原則８か月以上経過した方を対象に、
順次接種を進める。

※病気の治療等の事情により3回目接種の機会を得られなかった方への
接種機会を継続的に提供する。

●個別接種
原則ファイザー社ワクチンを使用する。
医療従事者等 ：12月上旬開始（想定）
高齢者施設等の入所者・従事者 ：１月中旬開始（想定）
上記以外の方 ：2月下旬開始（想定）

●集団接種
原則武田/モデルナ社ワクチンを使用する。
３月上旬開始（想定）

接種体制
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●新型コロナウイルス感染症の拡大により、計画策定時には想定していなかった社会経済情勢の変化を踏まえ、

新たに「感染症に強いまちづくり」と「アフターコロナにおける地方創生の推進」の２つの政策を追加。

●山形市が、東京一極集中の是正に向けた受け皿となることを目指す。

発展計画２０２５の変更について

●市有施設における感染症対策

施設整備改修方針を策定し、当方針に基づき市有施設

における感染症対策に資する環境整備を行う。

●店舗等における感染症対策とキャッシュレス化の推進

飲食店などでの感染対策を目的とする改修への支援や、

店舗やイベントなどでのキャッシュレス化を推進する。

●公共交通機関における感染症対策

路線バスにおけるＩＣカードの導入促進と山形駅東口

バスプールの混雑回避のため、西口バスベイを整備する。

●感染症予防に係る正しい知識の普及・啓発

研修会やSNSなど、様々な機会や機能を活用し、感染

予防に係る正しい知識の普及・啓発を行う。

●スマートシティの推進

・企業や大学等と連携しながら、デジタル技術をまちづくり

に活用するスマートシティを推進する。

・スマートシティの実現を担う、新たなイノベーションを生

み出すデジタル人材の育成や育成環境を整備する。

●行政のデジタル化の推進

AIやICTなどの先進技術を行政事務や手続きに活用し、質の

高い市民サービスの提供や利便性の向上を図る。

●移住・定着や企業誘致の推進

感染拡大に伴うテレワークの普及やオフィスの分散化に合

わせた環境整備等を行い、移住・定着や企業誘致を推進する。

●動画による情報発信

動画による情報発信を行い、移住・交流・関係人口の拡大を図る。
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連携中枢都市圏構想の推進

人口減少・少子高齢社会にあっても、一定の圏域人口を有し活力ある社会経済を維持するための拠点形成を目指す。

＜令和元年度＞

通勤・通学割合０．１以上の５市６町と

連携中枢都市圏の連携協約を締結

＜令和２年度＞

1月12日

尾花沢市・大石田町との連携協約締結

■３つの役割と連携する連携事業

①圏域全体の経済成長のけん引

・新卒者への地元・企業情報等の共同発信

・圏域特産品等の販路拡大の促進

・ふるさと納税を活用した圏域特産品等のPR など

②高次の都市機能の集積・強化

・次世代型医療用重粒子線照射装置利用者等への支援

・２４時間健康・医療相談サービス業務の拡大

・保健所、大学等を活用した健康等に関する共同研究 など

③圏域全体の生活関連機能サービスの向上

・移住・定住促進のための共同での情報発信

・有害鳥獣被害に対する情報の共有と被害対策の共同実施

・山形広域炊飯施設の整備 など
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山形連携中枢都市圏に基づく事業
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◎ 山 形 広 域 炊 飯 施 設 建 設 事 業

◎移住・定着施策

・移住者インタビュー等を掲載するなど、山形市での生活の魅力を移住者目線
で配信。

・山形連携中枢都市圏７市７町の移住施策等の情報を紹介するた
めのポータルサイトを運営。

◎ 観 光 推 進 組 織 の 再 編
【目的】山形市の観光推進組織が複数存在

⇒「山形市の観光推進及びコンベンション事業を担う組織」と、
「山形連携中枢都市圏ビジョンに基づく村山地域７市７町の広域観光を推進する組織」に再編

連携山形・上山・天童三市連携DMO

(三市協議会＋おもてなし山形)

山形連携中枢都市圏 観光WG

（仮称）山形観光コンベンションビューロー

ＤＭＯさくらんぼ山形

やまがた広域観光協議会
（事務局：県村山総合支庁）

山形コンベンションビューロー

山形市観光協会

令和5年4月1日

令和3年10月20日

組織統合予定

組織統合



景観形成の推進

観光地などの特徴ある景観を有する地区を「景観重点地区」に指定し、歴史や文化、賑わいの感じられる魅力
ある景観まちづくりを進めます。令和３年３月には山寺地区及び蔵王温泉地区を景観重点地区に指定しました。

【主な取り組み】
● 地区の特徴を生かした景観まちづくり

地区の方々の意見を踏まえ、地区独自の景観形成方針や基準、屋外広告物
の設置基準を設定。

● 地区の方々による景観まちづくり活動の支援
・地区独自の景観形成方針や基準に合致させる修景工事等を補助
（建築物の改修や屋根の塗り替え、まちなみに調和する屋外広告物の誘導など）

［景観重点地区景観形成事業費補助金］
・景観まちづくり活動に対する技術的・財政的支援

［景観まちづくり事業費補助金］
・まちなみデザインアドバイザー（専門家）の派遣 など

【景観重点地区指定の要件】
● 山形市のシンボルや顔としてのアピール性のある地区
● 特徴あるまちなみや建築物が集積する地区
● 新たな魅力あるまちなみの創出が期待される地区 など

期待する効果

郷土への誇り・愛着の醸成、地域活力の向上、交流人口の増加

山寺

御殿堰

蔵王温泉
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■概要
全国に26自治体に広がる自治体主導の中小企業支援の取り組みである
ビスモデルを導入したビジネスコンサルティングセンター。
お金をかけず知恵で売り上げを伸ばすためのアドバイスや提案を行う。
業種を問わず、無料で何度でも利用できる。（平成30年12月13日開設）

■相談実績件数
開設以来の累計相談事業者数は 575事業者。（令和3年3月末現在）
令和２年度は、1,601件 の相談対応を実施した。

■主な支援事例

山形市売上増進支援センター Y - b i z

山形市内の製麺会社とアスリートトレー
ナー、整骨院経営者がタッグを組んで開
発した中高生アスリートの体づくり（食
トレ）を応援する、中華乾麺「スポ麺」。

令和3年８月現在、センター長と非常勤のITアドバイザー、
そしてディレクターのほか、常勤の事務員３名の体制で相談
対応を行っております。体制の強化に向けて、プロジェクト
マネージャーを公募中です。

ラーメン王国山形発！高機能ラーメン

ドアノブ補助具「グッとフレンズ（触れん
ず）」

高プロテインの「スポ麺」

ドアノブや水道蛇口の感染症対策に

扉の丸ノブや水道の蛇口に取り付けるこ
とで、丸ノブや蛇口を手で握ることなく
手首や腕で開閉ができるようになる補助
具。
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■県内の調査地価の状況
（令和３年７月１日現在）

・県内の平均変動率：マイナス１．０％
（２３年連続の下落）

・県内商業地の変動率：マイナス１．３％
（２８年連続の下落）

・住宅地：プラス１．５％
（６年連続のアップ）

・商業地：プラス０．１％
（４年連続のアップ）

・工業地：プラス０．３％
（前年並み）

■山形市の公示地価の状況

県内で唯一、住宅地・商業地・工業地で
変動率がプラス

◇調査地価 市町村別変動率調査地価の上昇

11

市 町 名 住宅地 商業地 全用途 市 町 名 住宅地 商業地 全用途

山 形 市 1.5 0.1 1.0 大 江 町 ▲ 1.4 ▲ 2.1 ▲ 1.6

米 沢 市 ▲ 0.5 ▲ 1.2 ▲ 0.8 大 石 田 町 ▲ 2.0 ▲ 3.3 ▲ 2.3

鶴 岡 市 ▲ 1.3 ▲ 1.2 ▲ 1.2 金 山 町 ▲ 2.1 ▲ 3.7 ▲ 2.3

酒 田 市 ▲ 0.6 ▲ 0.9 ▲ 0.6 最 上 町 ▲ 2.5 ▲ 1.8 ▲ 2.3

新 庄 市 ▲ 1.3 ▲ 1.1 ▲ 1.1 舟 形 町 ▲ 1.4 ▲ 2.7 ▲ 1.7

寒 河 江 市 ▲ 1.0 ▲ 0.6 ▲ 0.5 真 室 川 町 ▲ 2.2 ▲ 2.2

上 山 市 ▲ 1.4 ▲ 3.2 ▲ 1.4 大 蔵 村 ▲ 2.8 ▲ 3.0 ▲ 2.8

村 山 市 ▲ 1.8 ▲ 2.0 ▲ 1.6 鮭 川 村 ▲ 2.8 ▲ 2.9 ▲ 2.9

長 井 市 ▲ 1.4 ▲ 2.1 ▲ 1.6 戸 沢 村 ▲ 2.7 ▲ 3.2 ▲ 2.9

天 童 市 0.6 ▲ 1.0 0.1 高 畠 町 ▲ 0.3 ▲ 0.9 ▲ 0.5

東 根 市 ▲ 0.4 ▲ 0.8 ▲ 0.5 川 西 町 ▲ 1.3 ▲ 2.7 ▲ 1.7

尾 花 沢 市 ▲ 2.2 ▲ 2.6 ▲ 1.9 小 国 町 ▲ 1.7 ▲ 1.5

南 陽 市 ▲ 1.0 ▲ 1.7 ▲ 1.0 白 鷹 町 ▲ 1.4 ▲ 2.7 ▲ 1.6

山 辺 町 ▲ 0.5 ▲ 0.5 飯 豊 町 ▲ 1.6 0.2 ▲ 1.2

中 山 町 ▲ 1.2 ▲ 1.2 三 川 町 ▲ 0.4 0.0 ▲ 0.3

河 北 町 ▲ 0.7 ▲ 1.3 ▲ 0.7 庄 内 町 ▲ 1.5 ▲ 1.0 ▲ 1.8

西 川 町 ▲ 2.5 ▲ 2.3 ▲ 2.5 遊 佐 町 ▲ 2.1 ▲ 0.4 ▲ 1.8

朝 日 町 ▲ 2.0 ▲ 2.0 県 計 ▲ 0.9 ▲ 1.3 ▲ 0.3

（単位％、▲はマイナス）



※住宅系の許可件数であり、
住宅以外の用途の許可件数は除いたものです。

市街化調整区域における住宅系
の規制緩和 （ 平 成 2 9 年 6 月 1 日 施 行 ）

改正前 改正後

市街化区域
隣接・近接集落区域

8区域 22区域

既存集落区域 ― 165区域

拠点集落区域 ― 7駅25区域

地区ごとの住宅系許可実績
H29.6.1～Ｒ3.7.31

これまで、市街化調整区域内の住宅

については、原則として農業従事者

やいわゆる地縁・血縁者の住宅建築

しか認めてきませんでしたが、条例

を改正し、住宅建築について「人」

の要件を撤廃し、市街化調整区域の

集落内に点在する空き家や空き地を

有効活用できるように改めました。
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地区名 件数 戸数 地区名 件数 戸数

出羽 ６７ 1 5 4 明治 ２０ ２６

金井 ５５ 1 0 3 東沢 １９ ８５

南山形 ５２ 1 7 3 本沢 １５ １５

千歳 ５１ 1 2 0 滝山 １４ ２８

蔵王 ４７ ８７ 鈴川 １３ ４７

楯山 ４５ ７１ 西山形 １２ １４

大郷 ３８ ８９ 高瀬 ９ １２

南沼原 ３５ ７７ 大曽根 ９ ９

飯塚 ３１ ６５ 村木沢 ７ １２

椹沢 ２０ ４２ 山寺 ３ ３

合計 ５６２ １２３２



指定区域ごとの許可実績(平成３０年１０月１日～令和３年７月３１日)

指定区域の名称 用途
工場・倉庫

（件数）
事務所
（件数）

合計
(件数)

面積
（㎡）

準工業型産業区域
（右図①②③⑧⑩）

約52.2ha

⑴環境悪化の恐れがない
工場、倉庫、事務所等

⑵産業団地の分譲
３ １ ４ ２９，０４７

事務所型産業区域
（右図④⑥⑦）

約22.9ha

延べ床面積１，５００㎡以
下の事務所

－ １ １ １，７０５

ターミナル倉庫型
産業区域（右図⑤)

約3.2ha

トラックターミナルに建築
できる工場、倉庫、事務所
等

０ ０ ０ －

流通業務型産業区域
（右図⑨）

約1.8ha

流通団地に建築できる
工場、倉庫、事務所等

０ ０ ０ －

市街化調整区域における産業系
の規制緩和（平成３０年１０月 1日施行）

広域交通の利便性を活かし、周辺環境との調和や地域特性に配慮し

ながら、産業機能の拡充を図るため、条例を改正し、準工業地域等に

隣接・近接する市街化調整区域の一部について、産業系建築物の建築

に係る規制を緩和し、民間企業による当該建築物の建築を促進できる

よう改めました。
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さらなる産業団地の確保
■ （仮称）山形北インター産業団地開発事業について

【事業の背景】

●山形中央インター産業団地が平成30年12月に分譲完了。

市内の産業団地において提供できる分譲地がない状況。

●産業の活性化と魅力ある雇用機会の創出には、企業誘致や市内企業

の業務拡大による移転拡充の受け皿として、さらなる用地の確保が必要。

【事業の内容】

●山形自動車山形北IC北東側の寺西地区周辺を最終候補地として選定。

●令和２年５月に「基本計画」を策定。早期開発に向けて西側区域

（第１期整備区域：約22.4ha）から先行整備する計画。

●令和２年度実施の「基本設計」を受け、３年度は第１期整備区域の

「実施設計」「用地測量」 「物件調査」等を行う。

【想定スケジュール】

●令和３年度⇒農振除外

●令和４年度⇒地区計画策定、農地転用、開発許可、用地取得

●令和５年度⇒造成工事開始
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 山形市ふるさと納税寄附金額の推移 （単位：千円）

ふるさと納税

15
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11件
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中心市街地グランドデザイン エリアマネジメント協議会①
１．山形市中心市街地グランドデザイン 平成３１年２月策定

【経緯】①中心市街地の人口減少

②インターネット等の普及による商業吸引力の低下

【目的】時代のニーズに合った新しい中心市街地の創造と

価値の向上

【概要】①様々な分野における魅力向上

②エリアマネジメントの考え方の導入

商業

文化芸術医療・福祉・子育て観光

ビジネス環境居住

---- 来街者の主動線

・・・旧羽州街道ライン

【戦略的計画ゾーン】（実線記載）
観光情報発信推進ゾーン
商業強化・居住推進ゾーン
リノベーション強化ゾーン
オフィス誘致・商業強化ゾーン
医療福祉・居住・子育て推進ゾーン
戦略的景観構築ブロック（御殿堰修復エリア）

【方向性認定ゾーン】（点線記載）
居住・誘客推進ゾーン
商業補完・誘客推進ゾーン
歴史・文化推進ゾーン
料亭文化ゾーン

【ゾーニング計画】
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中心市街地グランドデザイン エリアマネジメント協議会②
２．山形エリアマネジメント協議会

【目的】グランドデザインを具現化するため、事業を推進する組

織として設立。将来のまちづくり会社化を選択肢に含め、

金融機関をはじめとする民間事業者を主として構成。

【設立】平成３１年３月２６日（火）

【所掌事項】

・戦略プロジェクトの推進
・まちづくり方針や戦略プロジェクトの提案、検討
・課題、現況把握のための調査

【事務所】

まちづくりの推進体制

本部長：山形市長
事務局：山形市役所
【所掌事項】

・まちづくり方針の決定
・戦略プロジェクトの承認・決定
・課題や問題の提起

山形市中心市街地活性化戦略本部

・戦略プロジェクトの提案
・進捗状況の報告
・調査結果の報告

・戦略プロジェクトの決定
・課題や問題の提起

会 長：山形商工会議所会頭
副会長：山形市副市長
構成員：㈱山形銀行 【所掌事項】

(一財)山形市都市振興公社 ・戦略プロジェクトの推進
㈱荘内銀行 ・まちづくり方針や戦略プロジェ
㈱きらやか銀行 クトの提案、検討
山形信用金庫 ・課題、現況把握のための調査
山形県宅地建物取引業協会山形
山形市中心商店街街づくり協議会
(一社)山形市観光協会、
㈱山形新聞社
山形商工会議所
山形市

山形エリアマネジメント協議会
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御殿堰を活かしたまちづくり ①

■市道霞城公園東幹線御殿堰景観整備事業（令和３年３月完成）

●歴史・文化的資源である御殿堰の整備前の状況

○「山形市中心市街地グランドデザイン」では、御殿堰沿いを“歴史・

文化推進ゾーン”に位置付けている。

○市道霞城公園東幹線は、観光拠点である霞城公園や文翔館などを結ぶ

まちなか観光ルートの導線上に位置し、御殿堰が横断している。

●御殿堰を活用した中心市街地の魅力向上と文化創造都市の推進

○御殿堰をまちなか観光の有益なコンテンツとして活用。

○風情があり、景観性の高い空間を形成することで、シンボル性を創出。

○歴史的価値の保全と、来訪者への積極的情報発信。

○御殿堰の各箇所と関連性や連続性を持たせ、歩いて楽しめるまちなか

観光の魅力創出。

●具体的な取り組み

○御殿堰の石提化による景観性や耐久性の向上と歴史的資源の保全。

○解説版や標識設置などによる「御殿堰」の情報発信。

○屋外で、人が集える空間の創出。（山形県税理士会館との連携）

霞城公園

整備箇所 L=７１ｍ

山形県税理士会館

水の町屋

七日町歴史と文化活
用街区整備事業

文翔館

山形市役所

最上義光歴史館
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御殿堰を活かしたまちづくり ②

■七日町歴史と文化活用街区整備事業

Google Earth

建昌寺

長源寺

街区整備
検討範囲

●当該地区の特徴と現状

○令和３年度から、当該地区内の街路事業（諏訪町七日町線・香澄町

七日町線）に、本格的に着手。

●街区整備を行うことで魅力あるまちづくりを実施

○御殿堰の沿道整備などにより、回遊性の向上とまちの魅力向上。

○歴史的建造物周辺の敷地整序などにより、歴史・文化的な景観の形成。

○商売意欲が高く、当該地区に残留を希望する方の再建を支援。

※柔軟な事業手法の適用

○前例に囚われず、地権者のニーズに合わせた柔軟な事業展開。

○区画整理方式を活用した「沿道整備街路事業」を適用。

四山楼

◆御殿堰
（東西文化軸、せせらぎの道による回遊性の向上）

山形市観光協会
WEBより

◆四山楼
（料亭の雰囲気づくり）
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令
和
２
年

1月27日 株式会社大沼 自己破産申請

12月3日
開札 ・山形市都市振興公社が落札（3億8,200万円）

※次点：3億6,033万3,000円

12月26日 売却許可決定の確定

令
和
３
年

1月15日 代金の納付（所有権移転日）

3月17日 不動産引渡命令申立書の提出

3月19日
不動産引渡命令の決定、命令書の送付
（※ 後日、４月末までの動産の搬出を要請）

3月19日～28日 街なかマルシェの開催

4月26日
前所有者より通知
・動産搬出期限の延長依頼 等

5月13日
前所有者より通知
・一部の動産の搬出が出来ていない旨の通知 等

7月22日～25日 街なかマルシェの開催

8月10日 旧大沼の引渡に関する確認書の取り交わし

建物の現状確認・修繕の検討

利活用の実施

旧大沼の利活用について

●旧大沼の取得について ●旧大沼利活用の検討体制
プロジェクトチームを中心に利活用を検討

将来的に中心市街地の活性化をけん引する地域となるよう、利活用及び周辺を含む再開発の検討を実施

20

順次実施

第１回会議
(令和2年12月22日)

・プロジェクトチームの結成
・活用の方向性について 等

第２回会議
(令和3年1月13日)

・現在の状況について
・令和３年度予算について 等

第3回会議
(令和3年3月18日)

・令和３年度の事業について 等

第４回会議
(令和3年7月５日)

・サウンディング型市場調査の実施について 等

■プロジェクトチーム会議の開催状況



市民会館の整備

【背景】・昭和４８年の開館以来、市の文化芸術活動の拠点として、市民や

文化団体の活動を支援し活発に利用されている。

・市民が優れた舞台芸術を鑑賞する機会を提供している。

・施設、設備の老朽化により、近い将来建て替えが必要になっている。

【目的】 老朽化した市民会館を旧山形県県民会館跡地に移転整備する。

【新市民会館の目指すべき姿】

①文化芸術活動の拠点の継承・発展 ②賑わいの創出

③創造都市やまがたの推進 ④周辺施設との調和

⑤感染症対策を備えた施設 ⑥次世代ニーズへの対応

⑦災害への対応 ⑧ユニバーサルデザイン・バリアフリー化

【施設概要】

大ホール（1,200席程度）、小ホール（300～400名）、スタジオ、

会議室、交流ラウンジ、フィルムライブラリー、管理事務室 など

【スケジュール】

令和２年度 基本構想の策定

令和３年度 民間活力導入可能性調査（事業手法の検討・決定）

令和４年度～ 決定した事業手法により事業者の選定等
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Ｑ１プロジェクトの推進

概要 ・Q1プロジェクトは、創造都市の拠点施設として、山形まなび館（第一小学校旧校舎 昭和2年竣工

山形県下初の鉄筋コンクリート造）をリノベーションし、再活用する事業。

・令和4年９月のオープンを目指す。（施設名称：やまがたクリエイティブシティセンター・Q1）

・市の芸術、文化、産業、歴史、伝統などと、それを支える人々を貴重な地域資産と捉え、多くの人々と

連携し磨き上げることにより産業振興・観光振興・教育振興・地域振興に活かし、新たな価値（事業、

サービス、商品、人）を創造する「創造都市」の形成に取り組んでいく。

・公民連携（東北芸術工科大学との連携）による手法を用い、施設整備は山形市、運営は民間運営団体。

事業スケジュール

■令和３年度

・建物改修工事 ２階～３階の整備を中心とした、施設全体の改修工事

・テナントリーシング（誘致活動）、シティブランディング 等

■令和４年度～

・外構工事、テナント工事

●令和４年９月 施設オープン予定 ※以降、段階的に活用の幅を広げていく。

旧一小（旧第一小学校）

「Ｑ１」

Ｑｕｅｓｔｉｏｎ１
（問１）

クリエイティブ
CREATIVE

暮らし
LIFE STYLE

産業
INDUSTRY

まちの芸術文化と魅力そして産業経済とを繋ぐプラットホーム

山形の日常を、もっと楽しく、クリエイティブに

第一小学校旧校舎／創造都市やまがたの拠点

３Ｆ．ＷＯＲＫ ＆ ＤＥＳＩＧＮ デザイン
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

２Ｆ．ＰＬＡＹ 映像・音楽・メディアアート
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

１Ｆ．ＬＩＶＥ 食文化・文学・クラフト＆フォークアート
・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
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市南部への児童遊戯施設整備事業

【背景と経緯】

・べにっこひろば（平成26年オープン）の混雑解消

・市全域における子育て支援機能をより強化

・山形市発展計画（平成27年）の重点施策「子育てしやすい環境の整備」の主要事業

【基本理念】

① 子どもたちが健やかにのびのび遊べる施設

② さまざまな体験ができる施設

③ 地域社会の交流の場となる施設

【整備の概要】

・所在 大字片谷地字谷地（敷地面積22,295.30㎡）

屋内：大型遊戯場、体育館、多目的室、図書コーナー、視聴覚コーナー、

子育て相談コーナー、休憩・飲食コーナー など（延床面積3,205.24㎡）

屋外：建物正面広場、緑地・遊戯広場、駐車場（300台）

・設計、建設、運営、維持管理は、PFI法に基づき民間事業者（※）が行う。

※株式会社 夢の公園（代表企業：株式会社シェルター）

【スケジュール】

令和元年度 事業者決定、事業契約締結、設計業務

令和２年度 １２月～建築工事 ※令和４年４月 オープン予定
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新たな山形市立商業高等学校

１．商業高等学校の改築
ＰＦＩ事業手法により、校舎改築及び屋外運動施設の整備

【スケジュール】
令和２年 ４月建築工事着工
令和４年 ４月校舎棟及び屋内運動場供用開始
令和４年 ４月屋外運動施設工事着工
令和５年１１月屋外運動施設供用開始

【建物の概要】
構造・・・校舎棟 ：鉄筋コンクリート造、４階

屋内運動場：鉄骨鉄筋コンクリート造、３階
延べ床面積・・・２２，９３７㎡
（校舎棟13,429㎡、屋内運動場9,188㎡、クラブハウス等320㎡）

【屋外運動施設の概要】
屋外運動場：人工芝 11,166㎡
野球場 ：クレー舗装、 12,119㎡
庭球場 ：人工芝 3,690㎡

【整備の特徴】
①スマートスクールの実現
最新ICT機器の整備、ICT室５室、プログラミング室

②ラーニング・コモンズ（開放的な学習空間）の創出
食堂・図書館の一体的整備

③体育施設の充実
屋内：バスケ３面、ランニングコース、第二体育館、雨天練習場
屋外：人工芝グラウンド、ランニング走路、野球場、庭球場

④避難施設の整備
防災機能を備えた避難所
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あかねヶ丘公園

野球場

屋外運動場

屋内運動場

２．学科改編と単位制導入
令和４年度から学科改編と単位制の導入を実施
【学科改編】
・情報科（1クラス）⇒ 高度な情報教育を学ぶことができる学科
・総合ビジネス科（4クラス）⇒ 商業教育を総合的に学ぶことが

できる学科
・経済科（２クラス）⇒ 高等教育機関との接続を前提とした商業

教育を行う学科
【単位制導入】
・多様化する進路ニーズへの対応
・生徒一人ひとりの能力・適正、興味・関心に対応したきめ細や
かな教育の実現

・少人数・習熟度別授業の実施
・大学や専門学校との連携



山形市あかねケ丘陸上競技場
【背景と経緯】

【目的】

【予定スケジュール】 【３種公認に必要な工事等の概要】
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重粒子線がん治療費助成事業

2021年2月25日、山形大学医学部東日本重粒子センターにおいて重粒子線がん治療を開始

 重粒子線によるがん治療とは
・痛みを伴わず傷跡も残らない体に優しい治療
・がん細胞に集中的に照射できるため、治療が短期間
・特に体の深い部分や不規則な動きをしない部位のがんに対し有効な治療法

 治療対象となるがんは

・頭頸部がん ・ 肺・縦隔がん ・消化管がん（食道、直腸、大腸がん骨盤内再発）

・肝胆膵がん ・泌尿器がん（前立腺、腎臓）・骨軟部がん
・婦人科がん（局所進行子宮頸がん、局所進行子宮体がん、婦人科領域悪性黒色がん）

・転移性がん（転移性肺がん、転移性肝がん、転移性リンパ節がん）

※詳しくは、東日本重粒子センターにご相談ください。

 重粒子線がん治療を受ける山形市民の皆さんを支援します

治療費に対する助成

重粒子線技術料から先進医療特約保険の給付金等
を差し引いた額を対象とし、６２万８千円を限度

治療費を借り入れた場合の
利子に対する助成

重粒子線治療費の治療費を融資対象とする専用
ローンの借入金とし、３１４万円を限度

※ 詳しくは山形市健康医療部健康増進課へお問い合わせください。

公的医療保険が適用となるがん
・頭頸部がん
・泌尿器がん（前立腺、腎臓）

・骨軟部がん・

※ 公的医療保険が適用とならない先進医療によるがん治療が対象で、治療開始は令和4年1月以降の予定です。
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公共交通の充実①

【山形市における公共交通ネットワークビジョン】～１５年後の将来像～

27

■新たな「山形市地域公共交通計画」を策定（令和3年3月）

【公共交通ネットワークビジョン（イメージ）】

【概要】
「地域公共交通の活性化及び再生に関する法律」に基づき、地域にとって望ましい

公共交通ネットワーク及び交通サービスの構築に関する取り組みをまとめた計画。

《交通軸》
鉄道やバス、タクシーといった既
存の公共交通のほか、自家用有償
運送や福祉輸送など様々な輸送資
源で構成

【計画期間】
令和3年度（2021年）から令和7年度（2025年）までの5年間。
本計画では、概ね１５年後（2035年）の公共交通ネットワークの構築を目指し、

計画期間内において短期的に実行可能な施策に取り組む。

市民の様々な移動ニーズにきめ細やかに対応した
効率的で効果的な公共交通の実現

公共交通の骨格となる「交通軸」の形成と、各骨格が交差する「交通結節点」の整備

《交通結節点》
鉄道駅のほか、公民館やコミセン、
総合病院、学校、商業施設といっ
た地域の重要な拠点となる場所や
施設

有機的に接続



公共交通の充実②
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『まちづくりの将来像を見据え、様々な移動ニーズに対応しながら
機能的・効率的で、わかりやすく使いやすい公共交通を順次整備します』

【公共交通ネットワークの構築に向けた主な施策】

５年間の
基本方針

新しい公共交通の利用イメージ

鉄道や路線バスだけでなく、コミュニティバス、タクシー等の様々な交通手段を交通

結節点で乗り継ぎ、自宅から市内の様々な地域に移動できる環境を構築する。

R3 R4 R5 R6 R7

MaaS導入

モデル地区

交通結節点

■MaaS導入検討事業

MaaSの導入によりスマートフォンアプリ等
で、利用する複数の交通手段を一括で検索・
予約・決済ができるなど、利便性の高い新た
な公共交通の利用環境構築を目指す。

《具体的な施策》
①地域住民の移動手段の確保と利用しやすい
環境の創出に繋がるMaaS導入方針の策定

②MaaSの段階的な導入に向け、HP・アプリ
による運行情報の確認や、タクシーを活用
したモデル事業での予約システムの導入、
交通系ICカード対応化等を検討

■モデル地区検討事業

市内各地区における様々な交通課題の解決
に向けて、新しい交通サービスの導入等に関
するモデル事業を実施する。

《具体的な施策》
・市街地循環バスの試行
①滝山地区：市南部を循環するバス「（仮称）南くるりん」の導入

・タクシー等を活用した新しい交通サービスの導入
②楯山地区：交通結節点となる楯山駅までの移動ニーズに対応
③金井地区西部：商業・医療施設が集積した地区への移動ニーズに対応
④村木沢地区：郊外から比較的短距離の移動ニーズに対応

■交通結節点整備検討事業

複数の交通手段が交差し多くの人が通過す
る「交通結節点」について、快適な待合環境
の整備、路線バスやコミュニティバス等の再
編を行いながら、乗り換え環境の充実を図る。

《具体的な施策》
①交通結節点とこれを結ぶ公共交通の具体化
に向けた整備方針の策定

②整備優先順位を定め、順次設計・整備
③地域の主要な施設等は、拠点周辺の回遊性
向上のため、シェアサイクルの導入も検討

④交通結節点までのアクセス道路や消雪道路
などの基盤整備の検討

導入方針
の策定

検討・協議
順次導入

検討・協議
検討・協議

実証実験、導入

整備方針
の策定

順次設計・整備
協議・検討、実証実験

規模が大きい交通結節点のイメージ

(Mobility as a service)



 高速道路ネットワークのストック効果を最大限に活用

郡山
ＪＣＴ

至 東京

山形北

山形中央

山形
ＪＣＴ

酒田港

庄内空港

仙台港

仙台空港

東北自動車道

山形自動車道

磐越自動車道

無料区間：約３６km

（福島大笹生～米沢北）

山形空港

横手
ＪＣＴ

米沢北

山形蔵王

東北中央自動車道

福島ＪＣＴ
～山形中央 約84km

北上
ＪＣＴ

秋田自動車道

山形パーキングエリア

福島ＪＣＴ
～山形蔵王 約92km

常磐自動車道

村田
ＪＣＴ

山形上山

福島大笹生

整備中(R３年度完成)

整備中(R7年度完成)

整備中(R４年度完成)

 整備が進む高速道路ネットワーク

東北中央自動車道 酒田みなと

福島
ＪＣＴ

南陽高畠

東根北

相馬

Ｎスマートインターチェンジ整備・検討事業

○福島県相馬市～秋田県横手市 約２６８ｋｍ
○山形ＰＡ（パーキングエリア）平成３１年４月１３日開設
○新庄金山以南 令和７年度までに全線開通予定
○米沢北～南陽高畠、山形ＪＣＴ～天童 ４車線化の国方針

大石田村山

新庄北

金山

東北横断自動車道酒田線（山形自動車道）
○宮城県村田町～山形県酒田市 約１５８ｋｍ
○寒河江～月山、湯殿山～鶴岡ＪＣＴ ４車線化の国方針

月山

湯殿山

①（仮称）山形ＰＡスマートＩＣの整備
○山形ＰＡに接続
○令和元年９月 新規事業化決定、

② 山形JCT（ジャンクション）周辺へのスマートIC設置検討

○山形自動車道における山形ＪＣＴ周辺（天神町・見崎付近）に設置検討。
○整備効果について、多面的に検証。

村山北

〇令和２年度 詳細設計、用地測量
〇令和３年度 用地補償、畦畔工事など
〇令和４年度～令和５年度 整備工事、周辺道路の改良
〇令和５年度中の開通を目標
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山形パーキングエリアの利活用

 西公園Ｐａｒｋ－ＰＦＩとの連携

【山形PA現況写真】

※福島方面から望む

NEXCO東日本提
供

○西公園で導入予定のＰａｒｋ－ＰＦＩと連携した
一体的な利活用を推進。
○Ｐａｒｋ－ＰＦＩに伴う物販・収益施設を高速道
路（山形ＰＡ）利用者も利用。
○物販・収益施設などを活用した情報発信や地域
活性化への取組み。

 東北中央自動車道と山形ＰＡの現状と可能性
○山形県を縦貫する東北中央自動車道は、南陽高畠～山形上山間開通後、交通量が
増加。（山形自動車道、国道１３号の交通分散など新たな人・物の流れが創出。）
○今後も、交通量の増加が見込まれる。（県内北部の整備推進）
○山形ＰＡの現状は、トイレと飲料自動販売機のみが設置されているだけ。
○近くにＰＡやＳＡが無いため、山形ＰＡ利用者数を増やせる可能性がある。
○高速道路利用者（山形ＰＡ利用者）に対し、山形市の魅力を発信する仕掛け作り
を行うことで、交流人口の拡大及び地域の活性化につながることが期待できる。
○年間利用者３０万人の西公園が隣接。

 山形ＰＡの活用
○山形市を通過するだけの高速道路利用者の取り込み。（スマートＩＣ整備に加えた、
山形ＰＡのさらなる活用策）
○ポテンシャルの高い、西公園の活用。
○高速道路（山形ＰＡ）利用者が、車を下すことなく、人だけが西公園へ移動できる
アクセス施設などの整備。

●Ｐａｒｋ－ＰＦＩ導入想定スケジュール
令和２年度 マーケットサウンディングの実施
令和３年度 予備設計、Park-PFI導入可能性調査
令和４年度～ 事業者公募、協定締結、運営開始 30



道の駅整備事業

山形上山IC付近

「山形の魅力を発信し、人の流れを生み出す道の駅」

①蔵王、そして山形の地域資源の魅力を
発信し、人を呼び込むゲートウェイ機
能を果たし、新たな人の流れを創出す
る空間

②周辺施設等の連携の要として道路利用者
のみならず市民、そして周辺地域の住民
が日常的に集い、山形を体感しながら心
地よくくつろぎ交流できる空間

民間活力を活用するＤＢＯ方式により設計・建設・運営・維持管理を一括発注
令和３年度 事業者との事業契約締結、基本設計
令和４年度 実施設計、建設工事着手
令和５年度 施設完成、１２月供用開始

●一般国道１１２号（山形中山道路、山形南道路）等の周辺地域開発の進捗状況
と併せ、基本構想の策定を今後推進

【基本コンセプト】

道の駅「（仮称）蔵王」外観イメージ

道の駅「（仮称）蔵王」内観イメージ 情報発信・休憩コーナー

【スケジュール】

・山形市表蔵王地内 敷地面積：約２０，２００㎡
・国との一体型による整備
■休憩機能：トイレ、休憩スペース、駐車場、駐輪場
■情報発信機能：情報発信スペース（観光情報、道路・安全情報）
■地域連携機能：多目的スペース、商業施設、広場
■交通結節機能：バス待合、バス停
■防災機能：防災倉庫、非常用電源装置、受水槽等

【施設概要】

山形市道の駅整備構想に基づき、２ヶ所の地域において整備を推進

道の駅「（仮称）蔵王」整備事業

山形中央IC付近
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国道 1 1 2号 山形中山道路
【事業概要】

・事業主体 ：国土交通省 山形河川国道事務所
・起 終 点 ：山形県山形市西崎～山形県東村山郡中山町大字達磨寺
・延 長 等 ：Ｌ＝７．４ｋｍ、Ｗ＝１０ｍ（２車線）
・事業年度 ：令和２年度～

【現国道１１２号の課題】
①交通混雑による地域間道路ネットワーク機能の低下
②地域間の連携を阻害

【これまでの経緯及び令和３年度事業予定】
○計画段階評価の実施（Ｈ２８～Ｈ３０）
地域住民や道路利用者の意見を伺い、概略ルートや構造等を検討。

○事業化に向けたバイパスルートでの都市計画決定変更の告示。(R2.1月)
○新規事業採択決定（R2.3月31日）
○令和２年度事業内容 現地測量及び地質調査等（R2.9月～R3.2月）
○令和３年度事業予定 道路・構造物設計、用地調査

【山形中山道路の整備効果】
〔効果１〕地域間を結ぶ円滑な道路ネットワークが確保される。
〔効果２〕地域連携を支援する。

《関連事項》
山形中山道路の南側において市内の道路ネットークの一部となる
「国道１１２号山形南道路」が、令和３年度より、新規事業化に向けた
「計画段階評価を進めるための調査(概略ルート・構造の検討）」に着手
された。

国
道
1
１
２
号

山
形
中
山
道
路

山辺町

中山町

山形市

山形市
西消防署

主要渋滞箇所

山形市西崎

中山町大字達磨寺

山形中央ＩＣ
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国道112号
山形南道路


